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特許: 

 

項目 数／件 

商標累計登録量 40545000 

商標登録量 3674000 

商標審査案件裁定 217000 

商標却下復審申請 168762 

商標却下復審裁定 184200 

商標異議申請 86344 

商標異議裁定 80663 

商標異議復審申請 1686 

商標異議復審裁定 1567 

商標無効申請 34338 

商標無効裁定 24683 

商標取消復審 7130 

商標取消復審裁定 6635 

項目 数／件 

発明特許有効量（累計） 3906000 

ＰＣＴ出願量 33000 

意匠国際出願の提出 353 

発明特許権付与量 393000 

実用新案特許権付与量 1473000 

意匠特許権付与量 383000 

特許復審結審量 31000 

特許無効結審量 5000 

集積回路レイアウト設計登録申請量 7661 

集積回路レイアウト設計登録証明書発給量 5233 

集積回路レイアウト設計登録申請量（累計） 74000 

集積回路レイアウト設計登録証明書発給量（累計） 57000 

2022 年上半期（１-６月）商標特許に関する重要なビ

ッグデータ 
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商標法における指示的使用の実践と問題1 
 

 

 

一、関係国と地域の実践についての簡単な紹介 

 

中国の現在の商標法律、行政法規、司法解釈及び司法政策には、指示的使

用に関する明確な規範がない。通常、指示的使用は、米国の法律の実践に由来

すると考えられ、第三者が他人（商標登録者）の商標でその他人（商標登録者

）の商品又はサービスを指示し、他人の商品又はサービスの出所を指示すると

いう機能により自分が提供している商品又はサービスの内容又は用途などを表

すことを意味する。したがって、従来、指示的使用は、自分の商品の部品が商

標権者の商品に由来するか、又は自分が提供する部品が商標権者の商品と互換

性があるか、又は商標権者の商品の補修サービスを提供するか、又は比較用広

告などのよく見られる商業取引習慣に現れていることを表すことが多い。現在

よく見られる指示的使用の例としては、レノボが製造して販売しているＴｈｉ

ｎｋＰａｄノートパソコンについて、商品とその包装に「Ｉｎｔｅｌ ｉｎｓ

ｉｄｅ．．．」が記されており、その中の「Ｉｎｔｅｌ」商標は、そのＣＰＵ

としてＩｎｔｅｌ社から提供されたある特定のタイプのＣＰＵを使用すること

を示すことで処理演算能力を示しており、また商品とその包装には、該ノート

パソコンにＭｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｗｉｎｄｏｗｓオペレーティングシステムが

プリインストールされていることを示すように、「Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ及び図

形」商標が付けられており、この「Ｉｎｔｅｌ」、「Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ及び

図形」商標の使用は、典型的な指示的使用である。使用者が商標権者の商標を

用いて商標権者からの商品を表すため、通常、公衆に混同を生じさせないため

、指示的使用は、侵害とはならない。これは、以下の２つの問題を説明する。

第１に、商標権者の商標に対する使用者の使用は、記述的使用ではなく商標的

使用であり、この使用の最終目的は自分の商品の何らかの機能又は用途を説明

することであるが、直接的な手段は依然として商標を用いて商品が商標権者に

                                                             
1
 指示的使用に関するケースは、特に豊富であり、関連するまとめは、張敏の「１００個のケースに基づ

く商標の指示的で合理的な使用に対する実証分析」、唐春、李文紅編集の「知的財産権文献とケースの総

合研究（２０１６）」、第１９０～２６３ページ、知的財産権出版社２０１７年８月第１版を参照された

い。注意すべきこととして、この文において、指示的使用と記述的使用を混同しているところがある。

また、２０１７年７月に公表された北京君策知的財産権発展センターの「流通分野における商標の正当

使用に関する研究」を参照でき、このタイトルには「正当使用」が使用されているが、その実際の研究

は、主に指示的使用である。 
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由来することを示すことである。2第２に、それに応じて、このような指示的

使用が商標権の侵害にならない原因は、該行為が商標権によって制御された範

囲に属さないためではなく、このような行為が商標権者の商標を用いて商標権

者の商品を表し、関連公衆に混同を生じさせず、或いは商標権者の同意を得る

か又はその望む結果であるためである。 

 

上記状況を定義するために指示的使用という用語を最初に用いた「Ｎｅｗ 

Ｋｉｄｓ」案3では、米国連邦第９巡回区控訴裁判所のＫｏｚｉｎｓｋｉ裁判官

は、「指示的使用は、記述的使用のような積極的な抗弁ではなく、混同を判断

する多要因分析法の簡略化された代替形式に過ぎない」と指摘した。これは、

指示的使用と記述的使用との性質での違いを示し、即ち、一定の混同があって

も記述的使用が成立できるが、ある指示的使用行為が必要な限界を超えて関連

公衆に混同を生じさせるのに十分であれば、指示的使用を構成せず、商標権侵

害を構成する。その意味では、記述的使用の構成で考慮すべき混同可能性は、

補助要因のみであり、備えがあれば憂いのないという役割を果たしており、こ

れに対して指示的使用の場合、混同可能性の判断が重要であり、混同可能性が

あれば指示的使用が成立しない。 

 

Ｋｏｚｉｎｓｋｉ裁判官は、前述の案件において、指示的使用を構成する

か否かを判断するために考慮すべき以下の３つの要因を与えている。第１に、

原告の商標を使用しないとその商品又はサービスを識別できないか否か、第２

に、被告が合理的に必要な限度内に原告の商標を使用して原告の商品又はサー

ビスを表しているか否か、第３に、被告のこのような使用行為が被告と原告と

の間に賛助、許可などの特定の関連があることを示唆するか否か。 

 

しかしながら、第３巡回区控訴裁判所は、「Ｎｅｗ Ｋｉｄｓ」案の意見

に同意せず、「Ｃｅｎｔｕｒｔｙ ２１」案では、以下のとおり指摘した。指

示的使用が記述的使用と同様に積極的な抗弁であるため、被告が提出した事実

主張が成立すれば構成可能であり、混同の有無を考慮する必要がなく、或いは

指示的使用が積極的な抗弁に属する場合に、混同可能性の立証責任が原告にあ

り、第９巡回区控訴裁判所で認定されたように、指示的使用の消極的な抗弁を

主張する被告によって混同がないことを立証する必要があることではない。第

                                                             
2 Ｂｒｏｔｈｅｒｓ Ｒｅｃｏｒｄｓ、Ｉｎｃ．ｖ．Ｊａｒｄｉｎｅ、３１８Ｆ．３ｄ ９００、９０８

（９ｔｈ Ｃｉｒ．２００３）。 

3
 Ｎｅｗ Ｋｉｄｓ ｏｎ ｔｈｅ Ｂｌｏｃｋ ｖ．Ｎｅｗｓ Ａｍｅｒｉｃａ Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎ

ｇ，Ｉｎｃ．、９７１ Ｆ．２ｄ ３０２（９ｔｈ Ｃｉｒ．１９９２）。 
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３巡回区控訴裁判所は、「Ｃｅｎｔｕｒｔｙ ２１」案では、指示的使用の抗

弁に対して以下の２ステップ法を用いて判断した。第１のステップは、指示的

使用の案件の修正のみに適用される混同可能性テストであり、即ち案件状況の

みに基づいて混同可能性多要因テスト法のうちのいくつかの指示的使用に関連

する要因を調べることであり、原告が第１のステップで混同可能性があること

を証明した後に、次の第２のステップでは、被告によって、被告が原告の商標

を用いて原告と被告の商品又はサービスを記述することが必要であり、被告が

原告の商標を用いてこそ原告の商品又はサービスを記述することができること

を証明し、被告の言動は、原告と被告の商品又はサービスとの真の関係を正確

に反映していることを示した。4 

 

第２巡回区控訴裁判所は、指示的使用の性質に関して、第９巡回区控訴裁

判所と意見が一致しているが、その構成要件に関して食い違いがあり、「ＴＩ

ＦＦＡＮＹ」案では２ステップテスト法を用いて直接権利侵害行為が存在しな

いと認定した。この案件では、ｅＢａｙがそのサイトでＴＩＦＦＡＮＹ商品を

販売する際にＴＩＦＦＡＮＹ商標を使用しており、裁判所は、権利侵害とはな

らないと判断し、その理由は以下のとおりである：第１に、ｅＢａｙサイトに

は、販売対象がＴＩＦＦＡＮＹの正規品であることが正確に記述されている。

第２に、ｅＢａｙサイトには、ＴＩＦＦＡＮＹ商標に関して、原告のＴＩＦＦ

ＡＮＹ社とｅＢａｙとが関連関係を有することが示唆されておらず、またｅＢ

ａｙサイトを介して販売されているＴＩＦＦＡＮＹのための裏書きもない。裁

判所はまた、以下のとおり指摘した。ｅＢａｙがそのサイトにおいてＴＩＦＦ

ＡＮＹ名義に列挙されている販売対象商品のうちに一部の偽商品があることを

知っていても、直接的な権利侵害とはならず、「ｅＢａｙがそのサイトで販売

されているＴＩＦＦＡＮＹ商品がすべて正規品であることを確保できないとい

う理由で、ｅＢａｙに責任を課せば、そのサイト上のＴＩＦＦＡＮＹ正規品の

合法的な販売が阻止される」。5 

 

米国の他の巡回区控訴裁判所が通常混同可能性の多要因テスト法で指示的

使用行為を判断するため、指示的使用行為の性質について、第９巡回区控訴裁

                                                             
4 Ｃｅｎｔｕｒｙ ２１ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ Ｃｏｒｐ．ｖ．Ｌｅｎｄｉｎｇｔｒｅｅ，Ｉｎｃ．、

４２５ Ｆ．３ｄ ２１１，７６ Ｕ．Ｓ．Ｐ．Ｑ．２ｄ １７６９（３ｄ Ｃｉｒ．２００５）。 

5Ｔｉｆｆａｎｙ（ＮＪ）Ｉｎｃ．ｖ．ｅＢａｙ Ｉｎｃ．、６００ Ｆ．３ｄ ９３、１０３、９４ Ｕ．

Ｓ．Ｐ．Ｑ．２ｄ １１８８，２０１０－１ Ｔｒａｄｅ Ｃａｓ．（ＣＣＨ）¶７７０１３（２ｄ Ｃ

ｉｒ． ２０１０）。 
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判所の意見に傾き、即ち消極的な抗弁のみに属し、被告は、その使用行為が混

同を生じないことを証明する必要がある。 

 

欧州連合は、１９８９年に「商標に関する構成国の法を調和する第一理事

会指令」を発布し、その第６条第１項（Ｃ）項には、「商標の所有者は、第三

者が貿易活動中に．．．を禁止することを許可してはならない。（Ｃ）商品又

はサービスの用途を表す必要があり、特に商品又はサービスを部品又は部材と

して使用する場合、商標を使用する際、当該第三者が商工業の誠実慣行に基づ

いて上記使用を行うことを前提とする」という指示的使用の内容が規定されて

いる。各国は、これに基づいてその国内法の規定を調整した。例えば、フラン

ス知的財産権法第Ｌ７１３の６条ｂ）項には、「商標登録は、以下の場合にそ

れと同一又は類似する標識を使用することを妨げることはない：．．．ｂ）商

品又はサービス、特に付属品や部品の用途をレーベリングする際に必要な参照

説明は、生産源誤認を招かなければよい。
．．．．．．．．．．．．．．．

しかしながら、このような使用が登

録者の権利を損なう場合、登録者はその使用の制限又は禁止を要求することが

できる」と規定されている。 

 

欧州連合による指示的使用に関する実践は、主にＢＭＷ案とＧｉｌｌｅｔ

ｔｅ（ジレット）案に体現されている。ＢＭＷ案では、他人の商標を使用する

必要性の判断方法を決定した。欧州連合裁判所は、この案件では、他人の商標

の使用が全面的かつ完全な情報を提供する唯一の方法でなければならない場合

には、前述の規定の「必要性」を構成することを強調した。他人の商標を使用

することにより、使用者が該商標の商品の販売、メンテナンスを従事している

ことを公衆に知らせ、該他人の商標を使用しないと関連情報を伝えることがで

きない場合、商標の使用が情報を提供する唯一の方法となり、必要な使用を構

成することになる。6Ｇｉｌｌｅｔｔｅ案では、欧州連合裁判所の判断は以下

のとおりである。前述の規定の適用は、部品の場合に限らず、部品は、例示的

に説明するためのものに過ぎない。「商工業における誠実な慣行」については

、他人の商標を用いて商品を販売する全体的な表現、特に該他人の商標をどの

ように提示するか、該他人の商標と使用者自身の商標をどのように区別するか

、及び消費者が区別できるようにするための努力を考慮する必要がある。7 

                                                             
6 ＥＣＪ Ｃａｓｅ Ｃ－６３／９７、Ｂａｙｅｒｉｓｃｈｅ Ｍｏｔｏｒｅｎｗｅｒｋｅ ＡＧ （Ｂ

ＭＷ） ａｎｄ ＢＭＷ Ｎｅｄｅｒｌａｎｄ ＢＶ ｖ． Ｒｏｎａｌｄ Ｋａｒｅｌ Ｄｅｅｎｉ

ｋ、［１９９９］ ＥＣＲ Ｉ－９０５。 

7 ＥＣＪ Ｃａｓｅ Ｃ－２２８／０３ Ｔｈｅ Ｇｉｌｌｅｔｔｅ Ｃｏｍｐａｎｙ ａｎｄ Ｇｉ

ｌｌｅｔｔｅ Ｇｒｏｕｐ Ｆｉｎｌａｎｄ Ｏｙ ｖ． ＬＡ－Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ Ｌｔｄ 

Ｏｙ、［２００５］ＥＣＲ Ｉ－２３３７。 
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中国台湾での「商標法」の実践は、欧州連合の上述の規則を参考にしてい

る。台湾の「商標法」は、記述的使用と指示的使用を混合して規定し、その第

３６条第１項には、「次に掲げる情況は他人の商標権の効力による拘束を受け

ない。一、商業取引の慣習に符合する誠実かつ信用できる方法で、自分の氏名

、名称、又はその商品又はサービスの名称、形状、品質、性質、特性、用途、

産地又は他の商品又はサービス自体に関する説明を表示し、商標として使用し

ない」と規定されている。その「公式解釈」では、指示的使用の有無を判断す

る参酌要因を列挙する際に、欧州連合の前述の指示及びケースとほぼ同じルー

ルを採用している：「一、商業取引の慣習に符合する誠実かつ信用できる方法は

、主観的要件として行為者に不正競争の意図又は他人の商標に取り入る意図が

なく、客観的要件として使用の事実証拠が誠実かつ信用できる方法に符合する

ことであり、正確でないか又は真実でない表示がなく、或いは他人の商標の信

用を意図的に影射するか又は取り入ることで公平な競争秩序に影響を与えるこ

とがない。二、他人の商標に対する使用が必要な行為であることは、行為者が

自分の商品又はサービスの目的を表明するために、他人の商標を使用する必要

があることを指し、特に自分の商品の組み立て部品又は部品が他人の商標商品

からのものであるが、他人の商標を用いて自分の商品又は提供したサービスを

説明しない場合に、人に容易に認識させることができないことを指す。しかし

ながら、商工業における誠実な慣行に符合して使用されなければならない。三

、使用の結果としては、関連消費者に商品又はサービスの出所に対して混同を

生じさせる可能性がない：他人の商標を用いる場合、商標権者が賛助、保証す

るなどの関係があることについてのいかなる暗示がなければならず、行為者は

、その行為が、他人と行為者との間の商品又はサービスの真実と精確な関係を

反映するのに十分であることを証明すべきである。また、比較用広告の場合、

競争者の商標を用いる場合、内容が不実であるか又は関連消費者に製品又はサ

ービスの出所又は品質に対して混同を生じさせることができないだけでなく、

相手を傷つけて不公平な競争行為を行うことができない。」8 

 

 

二、中国の実践と初歩のまとめ 

 

中国の元の国家工商行政管理局は、メンテナンスサービスにおける他人の

商標への指示的使用と商標権侵害の限界の決定について、早くて１９９５年と

１９９６年に、それぞれ「自動車部品販売店、自動車整備拠点による他人の登

                                                             
8
 台湾「経済部知的財産局」編集印刷：「商標法逐条解釈」、１３９～１４０頁。 
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録商標の無断使用を禁止することに関する通知」（工商標字〔１９９５〕第１９

５号）、「他人の登録商標の専門店（専門修理店）企業名及び営業看板として

の無断使用を禁止することに関する通知「（工商標字〔１９９６〕第１５７号）

が公布されている。上記通知には、「ＸＸ専門店」、「ＸＸ専門修理店」、「

ＸＸ高級店」などは、商標登録者によってその商品又はサービスを提供するこ

とが指定された営業場所であるべきであることを指摘している。商標登録者の

許可を得ない場合、自動車部品販売店及び自動車整備拠点などの他人は、中国

内外自動車企業の登録商標などを専門店、高級店、専門修理店の企業名又は営

業看板として使用してはならず、当店の経営商品及び提供するサービスの業務

範囲を説明する必要がある場合に、記述的な文字を直接的に使用し、即ち「当

店でＸＸ自動車部品を販売している」、「当店でＸＸ自動車を整備している」

、「当店でＸＸ製品を修理している」、「当店でＸＸスーツを販売している」

などの記述的な文字を使用すべきであり、そしてそのフォントは、一致すべき

であり、その中の商標部分を強調してはならず、また他人の図形商標を使用す

るか又は他人の文字商標を単独で使用してはならない。 

 

中国の裁判所は、早期に指示的使用と記述的使用を明確に区別していない

。北京市高級人民法院が２００６年に公布した「商標民事紛争案件の審理にお

ける若干の問題に関する解答」第２６条における構成要件の正当な使用につい

て、両者を一体にして規定することは、典型的な実例である。江蘇省高級人民

法院が２０１１年１１月に公布した「商標権侵害紛争案件審理ガイドライン」

においても指示的使用と記述的使用を統一的に正当使用の抗弁に入れており、

確定された構成要件は、北京市高級人民法院の前述の意見とほぼ一致している

。北京市高級人民法院は、「ＧＲＥ」、「ＧＭＡＴ」、「ＴＯＥＦＬ」商標侵

害シリーズ案件において、被告が書名に「ＧＲＥ」、「ＧＭＡＴ」、「ＴＯＥ

ＦＬ」という文字を強調して使用した行為を記述的な使用であると認定し、こ

のような行為の目的は、出版物の内容が「ＧＲＥ」、「ＧＭＡＴ」、「ＴＯＥ

ＦＬ」試験に関係していることを説明し強調し、読者に出版物の内容を容易に

理解させることであり、出版物の出所を示すことではなく、読者に商品の出所

に対して誤認及び混同を生じさせない。9本文の前述の分析から見れば、この

シリーズの案件に関連する使用行為は、記述的使用ではなく、指示的使用に属

する可能性が高い。 

 

                                                             
9 北京市高級人民法院（２００３）高民終字第１３９１号、第１３９２号及び第１３９３号民事判決書を

参照されたい。 
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もちろん、「指示的使用」又は類似する用語を使用しない判決もあるが、

その裁判理由が前述の米国第９巡回区控訴裁判所の指示的使用に関する認定原

則により近い。例えば、「トヨタ」「ＴＯＹＯＴＡ」商標権侵害案では、被告で

ある吉利公司がその美日自動車を販売する際に「美日自動車トヨタ動力」、「

トヨタ８Ａエンジン」、「技術パラメータ：ＴＯＹＯＴＡ８Ａ」などの宣伝用

語を使用したことに基づいて、北京市第二中級人民法院は判決において以下の

とおり判断した。宣伝時における被告による「トヨタ」及び「ＴＯＹＯＴＡ」

文字の使用は、消費者に自動車製品の基本的な状況をある程度理解させるため

に、美日自動車のエンジンの性能、出所を説明し、消費者に自動車製品の構成

の主要部品の技術、製造などの出所を紹介したものであり、このような自動車

製品の構成に対する紹介と説明する方式は、商習慣と合致している。吉利公司

は「トヨタ」及び「ＴＯＹＯＴＡ」文字を美日自動車の商品の標章として使用

しておらず、「トヨタ」及び「ＴＯＹＯＴＡ」文字は、ここでは米日自動車製

品及び吉利公司を識別するための意味を持たず、「トヨタ」及び「ＴＯＹＯＴ

Ａ」の登録商標権に損害を与えておらず、中国の法律で規定されている登録商

標専用権を侵害する行為ではない。10「ＶＯＬＶＯ」、「ＣＡＴＥＲＰＩＬＬＡ

Ｒ」、「ＥＰＳＯＮ」「大衆」などの商標権侵害案では、異なる地域の裁判所が

いずれも混同可能性の観点から認定しており、部品、互換、メンテナンスなど

のサービスに関しては、他人の商標を強調して使用するため、自己商品の機能

用途を不規範に指示説明すると、関連公衆の混同を招きやすいことに基づいて

、他人の商標権の侵害となっている。11 

 

最高人民法院が２０１２年に審結した「五糧液」商標権侵害案でも指示的

使用の判断に触れた。この案件の原告は、「五糧液」文字、図形などの商標の

登録者である五糧液会社であり、被告の天源通海会社は、五糧液会社の許可を

得てその「錦繍前程」シリーズの酒を販売する山東事業者である。被告は、そ

のサイト、チェーン店加盟マニュアル、誘致広告、ブランド販売権利付与契約

書などの経営活動に「五糧液」文字、ピンイン及び図形商標を使用し、五糧液

会社に権利侵害を起訴された。最高人民法院の判断は以下のとおりである。正

規販売店がその権利付与身分を示し、商標権者の商品を宣伝するために商標を

善意で使用し、商標の識別機能が破壊されていない場合、商標権侵害にならな

                                                             
10 北京市第二中級人民法院（２００３）二中民初字第０６２８６号民事判決書を参照されたい。 

11 「ＶＯＬＶＯ」案について、上海市浦東新区人民法院（２００５）浦民三（知）初字第４０号民事判

決書を参照し、「ＣＡＴＥＲＰＩＬＬＡＲ」案については、上海市浦東新区人民法院（２００６）浦民三

（知）初字第１２２号民事判決書を参照し、「ＥＰＳＯＮ」案については、広東省深セン市中級人民法院

（２０１０）深中法民三初字第２０９号民事判決書を参照し、「大衆」案については、山東省高級人民法

院（２００８）魯民三終字第７２号民事判決書を参照されたい。 
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い。天源通海会社の上述の経営活動に「五糧液」などの商標を使用する行為は

、五糧液会社の許可を得ていないが、商標を用いる目的は、「錦繍前程」シリ

ーズの酒が五糧液会社によって生産され、自分が五糧液会社の「錦繍前程」シ

リーズの酒の山東事業者であることを表明することであり、しかも五糧液とい

う３つの字は、五糧液会社の商標であるだけでなく、五糧液会社の屋号であり

、「錦繍前程」シリーズの酒自体に商標がレーベリングされている。同時に、

天源通海会社が経営活動に上記商標を使用する目的は、「錦繍前程」シリーズ

の酒をよりよく宣伝して販売することであり、主観的な悪意がなく、このよう

な使用行為は、商標の商品の出所を識別する主要な機能を破壊していないため

、権利侵害とはならない。12 

 

しかし、その後の「Ａｑｕａ－ｓｃｉｅ」商標権侵害案では、上海知的財

産権法院は、指示的使用を記述的使用に分類した。この案件の原告の開徳阜公

司開徳阜公司は、Ａｑｕａｔｈｅｒｍ公司の商品の正規販売店であり、中国で

商品を販売するために自ら「潔水」」商標を登録し、使用により関連公衆に開徳

阜公司開徳阜公司が販売しているＡｑｕａｔｈｅｒｍ公司の管材、管路、地温

システムを「Ａｑｕａ－ｓｃｉｅブランド」と認識させた。Ａｑｕａｔｈｅｒ

ｍ公司が開徳阜公司との協力を中止し、被告の闊盛公司闊を総代理店と確定し

た後、闊盛公司は、宣伝に「潔水」商標を使用し、「ドイツ潔水はすでにドイ

ツ闊盛に改名した」と主張した。これにより、開徳阜公司は出訴した。上海知

的財産権法院の判断は以下のとおりである。闊闊盛公司が商業活動中に「潔水

」商標を使用する目的は、ただある客観的な状況を記述又は説明することであ

り、関連する公衆を商品又はサービスの出所が闊盛公司であると混同させるこ

とができないので、この行為は、商標法の意味での商標使用行為ではなく、商
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

標の正当な使用行為であり、商標権者は、このような行為を禁止する権利がな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

い。
．．

13 

 

以上より、本文における主張は以下のとおりである。指示的関連案件が現

在も「原則裁判」モデルにあり、指示的構成要件に関する正確なまとめを提供

することができないため、各国の実践と一致して指示的使用を認定する考慮要

素を提供することしかできず、その核心要素は、使用の必要性及び使用の結果 

 

                                                             
12 最高人民法院（２０１２）民申字第８８７号民事裁決書は、この案が「最高人民法院知的財産権事件

年次報告（２０１２）」に収録されている。 

13 上海知的財産権法院（２０１５）滬知民終字第１６１号民事判決書を参照し、この案は、最高人民法

院によって２０１５年の中国裁判所５０件の典型的な知的財産権ケースとして選ばれた。 
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という２つである。最も明確な結果は、その使用行為が混同を生じさせる可能性がない

ことである。中国の商標法実践では混同可能性の判断を通常事実に基づく法律判断とし

ているため、証拠だけでは混同可能性の有無を認定又は否定するには不十分であり、混

同可能性の有無を判断する際には、使用行為の方式が業界の誠実慣行に合うか否か、双

方の真の関係を正確に反映しているか否か、使用行為の目的が自分の商品及びサービス

の機能を説明することのみであるか否か、使用行為の結果が関連公衆に商品又はサービ

スの出所に対して誤認を生じさせるか否かを考慮して、結論を出す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鐘鳴 
 
 
 

2002 年から 2016 年にかけて、北京市高級人民法院知財権庭裁判官、審

判長、第一調査組長を経歴し、北京市政法系統「十百千」人材とも選出

されたことがある。中国知識産権法律学研究会理事と、中華商標協会中

国企業商標鑑定センーターのコンサルティング専門家も兼任している。 

裁判官として知財権に関する民事と行政訴訟を 3000 件余り審理したこ

とがある。2010 年度、2011 年度、2014 年度、2015 年度中国裁判所 10

大知財権案件、2014 年度中国裁判所 50 件の典型案件に選ばれた案件な

どを担当した。 
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緒言 

 

過去の２０２１年は、「メタバース元年」と呼ばれる。この年から、国家レベルでも

各地方政府レベルでも、「メタバース」関連産業に対する政策設計を秩序正しく進み始め

ている。国家レベルでは、中央紀律委員会国家監察委員会は、２０２１年１２月に「メタ

バースがどのように人間の生活を変化させるか」という文章において、メタバースがもた

らした新たな技術革命と社会への影響を理性的に見る必要があると述べた。２０２２年１

月に、国務院は、「「十四五」デジタル経済発展計画」を公表し、「クラウド生活」サービ

スを革新的に発展させ、人工知能、仮想現実、８Ｋハイビジョンビデオなどの技術の融合

を深化させ、社交、ショッピング、娯楽、展覧などの領域での応用を開拓し、生活消費品

質のアップグレードを促進することを指摘した。地方政府レベルでは、統計によると、２

０２２年８月までに、７つの省の１７個の市の地方政府が相次いで「メタバース」建設計

画を発表した。 

 

この背景の下で、「メタバース」が知的財産権保護にもたらす新しい命題を検討する

ことは、現実的な意義を持っている。本文は、「メタバース」の概念及び内包に対する理

解に基づいて、従来の知的財産権法律制度の枠組みの下で、業界内外の人々に注目されて

いる商標権と著作権の保護という２つの命題を選択し、「メタバース」がもたらした新し

い問題と挑戦を検討した。 

 

 

一、「メタバース」の概念及び内包 

 

「メタバース」という言葉は、１９９２年の空想科学小説『スノウ・クラッシュ』に

生まれ、小説では、著者のニール・スティーヴンスンは、人々がよく想像しているインタ

ーネット「仮想現実」とは異なり、社会と密接に関連する３次元デジタル空間を作った。

この空間は、現実世界と平行であり、現実世界では地理的に離れた場合にいる人々が自分

の「デジタルキャラクター」によってコミュニケーションと娯楽を行うことができる。「

メタバース」の英訳「ｍｅｔａｖｅｒｓｅ」は、「ｍｅｔａ」と「ｖｅｒｓｅ」という２

つの語根からなり、前者は、ギリシャ語では「仮想的、無形」という意味を有し、後者は

メタバース関連知的財産権保護に関する新しい命題 

 龔秋剣 
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、「宇宙」（ｕｎｉｖｅｒｓｅ）に対応する。以上から分かるように、「メタバース」が表

現して構築したいのは、「仮想的で無形の平行宇宙」である。 

 

 

 

近年、インターネット技術、デジタル経済の発展及び資本の介入に伴い、「メタバー

ス」概念が突然に盛んになり、非常に人気があり、新たな技術革命を起こす態勢がある。

その内在的本質について、異なる主体は、異なる視点で、異なる定義と解釈を与えた。フ

ェイスブックの創業者でＣＥＯであるマーク・ザッカーバーグは、「メタバースは、多く

の会社、さらには科学技術業界全体にまたがるビジョンであり、モバイルインターネット

の後継者と見なすことができる」と考えている。エヌビディアのＣＥＯである黄仁勲氏は

、「現実世界とメタバースとがつながっている」と考えている。中央紀律委員会国家監察

委員会サイトの刊行文「メタバースがどのように人間の生活を変化させるか」には、世界

には「メタバース」と呼ばれる単一の技術がなく、メタバースは従来の様々な技術の組み

合わせとアップグレードであり、「３Ｄ版のインターネット」と理解できることが指摘さ

れている。 

 

また、百度百科には、科学技術手段を利用してリンクと創造を行い、現実世界とマッ

ピングしてインタラクションする仮想世界であり、新しい社会システムを備えたデジタル

生活空間であるという比較的に分かりやすい「メタバース」の定義が記載されている。こ

の定義及び前述した異なる視点での解釈から容易に分かるように、「メタバース」の本質

は、従来の様々な技術での仮想世界とデジタル生活空間を統合したものである。 
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二、「メタバース」関連知的財産権保護に関する新しい命題 

 

前述した「メタバース」の概念と本質から見れば、その内包と外延は、実質的に非常

に広い。「メタバース」は、「従来の様々な技術」の統合として、様々な基礎技術とハイ

テク技術と関連しているため、それによって引き起こされる特許権保護問題が様々となり

、かつ次々と現れる。また、技術革新も他の権利の保護、例えば著作権の保護に対して多

くの新しい問題をもたらし、権利確定、証拠取得、侵害停止などの難題を含む。 

 

一方、「メタバース」の応用シーン及び構築された世界が「仮想的、デジタル的」で

あるため、現実生活における知的財産権の保護問題が仮想世界で再現され、かつ新しい形

態を呈する可能性が高く、そして伝統的な知的財産権保護制度に新たな衝撃と挑戦をもた

らすことは避けられない。 

 

これにより、知的財産権制度下の様々な権利タイプ及び規制行為は、いずれも「メタ

バース」によって関与され、新しい問題を引き起こす可能性がある。これらの問題は、技

術革新だけでなく、当時の社会倫理、道徳及び法律原則にも関連する。 

 

人気のある概念と分野として、現在、学界及び業界関係者は、既に「メタバース」が

直面した多くの新しい問題及び直面する可能性のある多くの新しい問題について広く検討

し、特許権、著作権、商標権、商業秘密（不正競争）などをカバーしている。また、「メ

タバース」に由来する基礎的な問題、例えば「仮想人間の人格権」、「仮想物の財産権」

などに関して、同様に議論や研究を引き起こす。本文の長さと筆者自身の従業分野に限り

があるため、本文では、業界内外の人々に注目されている２つの問題が選択され、「メタ

バース」が商標権及び著作権の保護に与える挑戦と可能な対応構想が検討される。 

 

 

三、仮想商品の商品分類の問題 

 

「メタバース」の概念の追加により、様々な仮想商品が出て来た。そのうち、非常に

人気のあるのは、仮想服である。実際に着ているものとは異なり、仮想服は、消費者に実

際に身につけることができず、消費者が自分の写真を提供するか又は自分の仮想イメージ

を作ることにより、デジタル空間で自分の好きな服を購入して着て、ユニークな「専属フ

ァッション大作」を作る必要がある。 

 

報告によると、早くて２０１８年には、ノルウェーのブランドＣａｒｌｉｎｇｓは、

傘下の初の仮想ファッションシリーズＮｅｏ－Ｅｘを発売し、スタイルがストリートファ
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ッションの感覚があり、各デザインの価格も主に１０ユーロから３０ユーロに集中してい

る。 

 

 

 

その後間もなく、オランダのデジタルファッション会社Ｔｈｅ Ｆａｂｒｉｃａｎｔ

は、２０１９年に世界初のブロックチェーン服Ｉｒｉｄｅｓｃｅｎｃｅを発売した。報告

によると、この仮想服は、真に迫る質感と虹のような光沢があり、風に揺れ動くダイナミ

ックな効果がある。この仮想ロングスカートは、最終的に最高９５００ドルの価格でニュ

ーヨークＥｔｈｅｒｅａｌ Ｓｕｍｍｉｔブロックチェーンオークションで成約と競売さ

れ、世界のメディアを騒然とさせた。 
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今後、ますます多くの企業、ブランド、デザイナーが仮想服飾の分野に足を踏み入れ

ている。例えば、Ｇｕｃｃｉは、２０２０年に仮想ファッション市場を配置し、Ｇｅｎｉ

ｅｓと連携して仮想クローゼットを作り、そのプラットフォーム上でＧｕｃｃｉが様々な

仮想服を販売することができる。これに続き、他の高級ブランドも仮想衣装で行動を起こ

す。バレンシアガは、「フォートナイト」と連携してデジタル衣装を発売し、ＬＶは、ゲ

ーム肌を試み、Ｐｒａｄａなども仮想衣装の発売を発表した。また、スポーツブランドＮ

ｉｋｅは、仮想運動靴を発売し、ＯｐｅｎＳｅａプラットフォームに販売し、最低販売価

格が５万元を超えた。 

 

仮想服が人気になることは、巨大な市場があることのおかげであり、より多くの会社

は、利益を追う本性により続々とこのような試みをする。一方、デジタルファッション支

持者の観点から、仮想服ないし仮想商品の消費は、資源浪費を減少させ、環境保護と二酸

化炭素排出の削減を実現することができ、特に「服がが写真撮影のみに用いられる」若い

世代に適している。環境保護のほか、仮想衣装には、性別なし、サイズなし、想像無限の

美しいビジョンが寄せられている。しかしながら、新規な商品形態として、仮想服を含む

仮想商品は、商標申請登録に関する商品分類において、一連の新しい問題を引き起こして

いる。 

 

中国で商標登録を申請する際には、基本的に「類似商品及び役務区分表」及び商標五

省会談で決定された商品及びサービス項目名に基づいて、登録が申請される商品及びサー

ビスを選択する必要がある。一方、中国の最新版の「類似商品及び役務区分表（２０２２

テキスト）」には、仮想商品に関する商品／サービス種別が収録されていない。また、これ

までに、国家知的財産権局が公表した商標五省会談に基づく、「類似商品及び役務区分表

」以外の受け入れ可能な商品及びサービス項目名には、仮想商品に関する商品／サービス

種別も含まれていない。これにより、中国で関連業務を展開して商標登録を申請すること

を意図する場合、公式案内のみを基にすると、商品登録の申請及びサービスの選択が困難

になる。 

 

中国海外の実践から見ると、ますます多くの国が仮想商品に関する商標申請と審査を

積極的に探索し、開放し始めている。例えば、韓国知的財産権局（ＫＩＰＯ）は、今年仮

想商品の商標申請をカバーする新たな審査ガイドラインを発表し、該ガイドラインは、今

年７月１４日から発効した。このガイドラインには、仮想商品を、第９クラスで「仮想Ｘ

ＸＸ（商品名）」という簡単な形で指定することができ、例えば、「仮想衣装」又は「仮想

靴」であり、仮想商品の名称を詳細に指定する必要があり、「仮想商品」のような曖昧な

記述が、範囲が広すぎるため受け入れられないと規定されている。また、仮想商品間、及

び実体商品と仮想商品の間に類似商品を構成しているか否かについては、該ガイドライン

には、仮想商品間でそれらのタイプに応じて、その実体商品のように分類と比較を行うこ
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とが明確にされている。実体商品と仮想商品の間では、通常、非類似製品と黙認し、衝突

とはみなされない。14 

 

また、欧州連合知的財産権局（ＥＵＩＰＯ）も今年、仮想商品とＮＦＴ分類方法に関

するガイドラインを発表した。この方法は、２０２３年版ガイドライン草案「ＥＵＩＰＯ

システムユーザーの主な基準点」に書き込まれる。ＥＵＩＰＯは、仮想商品とＮＦＴがニ

ース分類の第９クラスに属することを示しており、その理由として、仮想商品とＮＦＴが

デジタルコンテンツ又は画像とみなされていることである。このような商品に関する商品

サービスは、従来の実践に従って分類される。ＥＵＩＰＯに申請を提出する際には、「仮

想商品」と「ＮＦＴ」という２つの用語自体が受け入れられない。逆に、仮想商品に関連

する物品の内容は、具体的でなければならない。15 

 

前述の外国の経験から見れば、仮想商品に関する商品分類は、よりニース分類の第９

クラスの商品として受け入れられている。一方、よく見られる仮想商品の本質及び中国の

「類似商品及び役務区分表」の従来の商品名の実際から見ると、第９クラスの商品は、確

かに仮想商品につながっているようである。例えば、現在人気のなるＮＦＴ美術コレクシ

ョンにとって、その本質は、１枚のデジタル画像であり、これに対して、現在中国の第９

クラスの商品に「０９０６９６ダウンロード可能な映像ファイル」（第９クラス０９０１グ

ループ）が含まれており、即ちデジタル画像の特徴と本質と一致している。一方、仮想服

については、異なるビジネスモデル及び製品の特徴、例えば消費者とインタラクションで

きるか否か、或いは１つの単純なＮＦＴ服飾コレクションに応じて、その本質は、第９ク

ラスの「ダウンロード可能なコンピュータアプリケーション」、「ダウンロード可能な携

帯アプリケーション」、「ダウンロード可能な映像ファイル」、「ダウンロード可能な携

帯電話画像」などに関連している可能性がある。 

 

第９クラスの商品に加えて、仮想商品の特徴から見ると、第３５クラス、第４１クラ

ス、第４２クラスの一部のサービスに関連している可能性がある。例えば、第３５クラス

の「コンピュータネットワーク及びサイトのオンライン普及」、「小売目的で通信媒体上

での商品の展示」などのサービス、第４１クラスの「ダウンロード不可能なオンライン電

子出版物の提供」、「ウェブサイトを介した娯楽情報の提供」、「オンラインコンピュー

タゲームの提供」、「ダウンロード不可能なオンラインビデオの提供」などのサービス、

第４２クラスの「マルチメディア製品の設計と開発」、「衣服の設計」、「コンピュータ

ソフトウェアの設計と開発」、「動画の設計（他者のため）」、「仮想現実ソフトウェアの

設計と開発」などのサービスである。 

                                                             
14 「韓国知的財産権局が発表する仮想商品商標審査ガイドライン」、中国知的財産権保護網から由来する。 

15 「欧州連合知的財産権局が更新するＮＦＴと仮想商品商標申請ガイドライン」、中国知的財産権保護網から由来する。 
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中国の仮想商品に関する商標申請登録実践及び対応する行政司法実践は、いずれも初

期段階にあるため、対応する商品分類問題は、まだ公式な認定及び解釈がない。仮想商品

が最終的にどのクラスの商品に分類されるべきか、仮想商品間及び仮想商品と実体商品の

間に類似点があるか否かなどの実際の問題は、依然として行政機関により明確にして解決

する必要がある。もしかしたら、我々も、仮想商品に関する「類似商品及び役務区分表」

の修正及び調整も迎えるかもしれない。 

 

 

四、ＮＦＴデジタル作品の著作権の保護問題 

 

ＮＦＴは、全称がＮｏｎ－Ｆｕｎｇｉｂｌｅ Ｔｏｋｅｎであり、デジタル資産を表

すための唯一の暗号化通貨トークンである。ＮＦＴは、特定のオブジェクトの初期発行者

、発行日及び将来の毎回の流通情報を記録することができる。これにより、ＮＦＴのデジ

タル作品を有すると、マークされた唯一の「アイデンティティ」を有し、ＮＦＴは、その

正体を検証する「鍵」である。この特性に基づいて、公衆がＮＦＴデジタル作品のアップ

ロード者（クリエーター）、譲渡記録及び所有者などの情報を知ることができ、作品のト

レーサビリティ問題をある程度で解決することができる。 

 

ＮＦＴデジタル作品は、作品の一意性とトレーサビリティの態様において利点を有す

るが、著作権紛争がないことを意味するわけではない。最近、中国国内ではＮＦＴデジタ

ル作品に関連する著作権紛争案が発生した。２０２２年４月、杭州インターネット法院は

、「奇策迭出奇策迭出公司訴原与宙公司の作品情報ネットワーク伝達権侵害」案について

判決を下し、この案件は、中国国内の「ＮＦＴデジタルコレクション」に関する初の案件

と呼ばれ、関連判決は、中国の初の判決である。 

 

該案の被告の原与宙公司は、ＮＦＴデジタルコレクションプラットフォームの経営主

体であり、該プラットフォームのあるユーザーが価格８９９元の「胖虎にワクチンを接種

する」というＮＦＴデジタル作品を作って発表し、原告の奇策迭出公司は、該作品が、独

占使用許可が本公司によって得られ、漫画家の馬千里により作られた「私は胖虎ではない

」シリーズの１枚の作品と完全に一致していることを発見した。奇策迭出公司は、その持

っている著作権が被告の原与宙公司の行為によって深刻に侵害され、経済的損失をもたら

したと主張したため、被告が１０万元の損失を賠償することを裁判所に請求した。被告の

原与宙公司は、自分が第三者プラットフォームであり、該作品がユーザー自身によってア

ップロードされ、プラットフォームが権利侵害責任を負うべきではないと主張した。 
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裁判所が審理したところ、以下のとおり判断した。ＮＦＴデジタル作品の作り、取引

は、該デジタル作品の複製、販売及び情報ネットワーク伝達という３つの行為を含む。Ｎ

ＦＴ取引モデルは、本質的に、デジタル化された内容を取引内容とする売買関係に属し、

購入者が獲得したのは、財産権益であり、デジタル財産の使用許可でなく、知的財産権の

譲渡又は権限を与えることの許可でもない。ネットワークユーザーが許可を得ずにＮＦＴ

デジタル作品をプラットフォームで取引する行為は、権利者の作品の情報ネットワーク伝

達権を侵害すると認定すべきである。 

 

また、裁判所は、被告、即ち取引プラットフォームの責任問題について、さらに以下

のように判断した。プラットフォームは、一般的なネットワークサービス提供者の責任を

履行する必要があるだけでなく、有効な知的財産権審査メカニズムを構築し、プラットフ

ォームで取引されるＮＦＴ作品の著作権を初歩的に審査すべきであり、例えば、ＮＦＴ作

りを申請したユーザーが著作権に係る下稿、原本、合法的出版物、著作権登録証明書、認

証機関が出した証明などの初歩的な証拠を提供して自分が著作権，著作権の権益に関する

権利者であることを証明するか否かを審査することである。判断基準から見れば、「一般

可能性」の基準を採用すべきである。即ち、この初歩的な証拠としては、明らかに著作権

、著作権の権益に関する権利者であることを証明できない証拠が除外されべきであり、一

般理性者に権利の存在を信じさせる可能性を有すればよい。 

 

この案件の関連作品が原告の美術作品情報ネットワーク伝達権を侵害し、しかも被告

のプラットフォームが対応する注意義務を履行していないため、最終的に、裁判所は、被

告が直ちに侵害行為を停止し、原告の経済損失と合理的な支出を４０００元賠償すると判

決した。16 

 

 

                                                             
16 （２０２２）浙０１９２民初１００８号民事判決書を参照されたい。 
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上記案件が示しているように、ＮＦＴデジタル作品の作りと発行中に、他人の作品を

詐称して盗用する可能性が高い。ブロックチェーンの暗号化とデジタル化について、トレ

ーサビリティ情報を提供すると共に、作品の真実のソースも不明確になるため、名をかた

り盗用し、権限を与えないか又は権限範囲を超えて他人の作品を作って販売する不正の気

風を助長している。これにより、著者に対して、自身の著作権を保護する際に追加の障壁

とリスクがさらに増加し、即ち、伝統的なよく見られる権利侵害分野に注目するだけでな

く、ＮＦＴデジタル作品市場にも目を向ける必要があり、明らかに、これはまだ規範的で

秩序がなく、迷惑の多い新しい市場である。 

 

著者に対して著作権保護に関する問題を有する以外に、プラットフォームも審査の難

題に直面している。上記案件について、プラットフォームが知的財産権審査責任を履行し

、「一般可能性」の基準で審査すべきであり、例えば、作りを申請したユーザーが著作権

登録証明書を提供しているか否かを審査すべきであると考えられる。しかしながら、この

判決にはまた、「被告は、ユーザーが作品をアップロードする前に何の権利審査もしてお

らず、被告の審査範囲が作りようとする作品の登録情報があるか否かを「全国作品登録情

報公示システム」において照会することに限られており、オフラインの有形の作品と、イ

ンターネット上で公開されて伝達された作品が含まれておらず、明らかな限界がある」と

記載されている。これは、裁判所が、プラットフォームが「全国作品登録情報公示システ

ム」でのみ照会する行為を認めておらず、オフラインやオンラインの作品発表などの状況

を確認する必要があることを意味しており、これは、裁判所による「著作権登録証明書の

審査は合理的である」という判断とはある程度で矛盾しており、一方で、実際に、プラッ

トフォームに完成しにくい責任、即ち「オフラインの有形作品及びインターネット上で公

開されて伝達された作品」の状況を確認することを負わせる。 

 

また、中国の著作権登録制度は、形式審査の登録記録制度であり、即ち、登録機関は

、作品の著者、創作、発表時間などの情報を実質的に審査していない。これはまた、盗用

者が法に違反して他人の作品をＮＦＴデジタル作品に作って発行販売することを意図すれ

ば、形式審査の著作権登録に基づいて著作権登録証明書を取得し、その後にプラットフォ

ームの「一般可能性」の審査基準によりＮＦＴデジタル作品を成功裏に作って発行するこ

とができることを意味する。もちろん、この問題がＮＦＴデジタル作品の分野のみに存在

する可能性が低いため、プラットフォームの審査義務を強化することも現実的な可能性が

ない可能性があるが、権利保護と審査義務のバランスをどのようにとるか、さらに著作権

保護システム全体で制度を調整する必要があるか否かについては、さらに考える必要があ

る。 
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まとめ 

 

仮想商品、ＮＦＴデジタル作品を含む「メタバース」産業全体は、現在中国ではまだ

初期段階にある。これにより、また、関連する行政と司法実践がまだ初歩的な探索段階に

ある。本文で述べたように、新しい技術、商品ないし業界の発展により、新しい法律問題

が次々と出現しているが、研究と実践の遅れのため、事業者は、これらの問題について明

確で一般的な解答を行うことが困難であることが多い。「初の案件」の後、未来は、必ず

「第２の案件」、「第３の案件」ひいては「第Ｎの案件」が出現し、対応する行政動向と

司法実践を密接に注目し、そして中国国外の先行経験を参考することは、我々が迷惑を克

服し、新しい事物の本質と前進経路を見るのに役立つ。 

 

 

 

 

 龔秋剣 
 

龔秋剣，中国人民大学法学部、修士，主な業務分野は知的財産権

であり、特に商標権、著作権、反不正競争分野の調査・分析と争

訟に集中していた。着実な法律基礎と豊富な実務経験を持ち、法

律の総合運用と事件の詳細の把握を通じて、クライアントにその

訴訟及び商業目標を達成するために合理的、有効な解決方案を提

供することができる。 
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四、「反不正競争法」第８条における虚偽宣伝及び第１１条における商業中傷の規定

の適用について 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第１６条～

第１８条は、「反不正競争法」第８条の「虚偽の、又は人に誤解を生じさせる商業宣伝」

の規定がどのように適用されるかについての解釈である。第１６条は、「虚偽の商業宣伝

」をどのように認定するかの規定であり、第１７条は、「人に誤解を生じさせる商業宣伝

」をどのように認定するかの規定であり、２００７年の中華人民共和国反不正競争法」の

適用における若干問題に関する解釈の第８条から第２項を削除したものであり、第１８条

は、（権利侵害及び賠償）因果関係の立証責任に関する規定であり、「主張する者が挙証

すべきである」という原則の直接運用である。 

 

１９９３年「反不正競争法」第９条には、「事業者は広告又はその他の方法を用いて

商品の品質、成分、性能、用途、生産者、有効期間、産地などに対し人に誤解を生じさせ

る虚偽宣伝を行ってはならない」と規定されている。２００７年の「中華人民共和国反不

正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第８条第２項には、「明らかに誇張し

た方法で商品を宣伝しているが、関連する公衆の誤解を生じさせるまでに至らない場合に

ついては、人に誤解を生じさせる虚偽宣伝行為には該当しない」ことが規定されている。

最高人民法院は、後者を解釈した際、以下のように指摘している。人に誤解を生じさせる

虚偽宣伝の本質的な属性は、「人に誤解を生じさせる」ことであり、通常、人に誤解を生

じさせる目的又は結果を有している。経済生活において、商品宣伝は、常に一定の誇張性

を有しており、広告は、さらに一定の芸術誇張成分を持つ必要がある。誇張した宣伝形式

を採用するが、人に誤解を生じさせるのに十分でなければ、人に誤解を生じさせる虚偽宣

伝として判定処罰する必要はない。これにより、「解釈」第８条第２項は、「明らかに誇

張した方法で商品を宣伝しているが、関連する公衆の誤解を生じさせるまでに至らない」

《反不正競争法》の司法解釈における

主な条項の簡単な解釈（連載） 

 鐘鳴 
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行為を、「人に誤解を生じさせる虚偽宣伝」から除外する。17２０１７年に「反不正競争法

」が改正された後、従来の規定における「人に誤解を生じさせる虚偽宣伝」は、「虚偽の

、又は人に誤解を生じさせる商業宣伝」に改正され、「人に誤解を生じさせる」ことと「

虚偽」を共同で「商業宣伝」の限定条件としなくなったため、２００７年の「中華人民共

和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第８条２項の規定は存在する

必要がなくなった。 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第１６条及

び第１７条には、それぞれ、虚偽の、又は人に誤解を生じさせる商業宣伝が規定されてお

り、いずれも積極的で、虚偽の状況を告知するか又は意図的に誤解を招く行為が列挙され

ており、意図的に（一部の）真実の状況を隠蔽する不正競争行為の規制が無視されている

。世界知的所有権機関による「反不正競争保護に関する模範規定」第４条には、「商工業

活動において企業又はその活動、特にこのような企業によって提供される製品又はサービ

スが公衆に誤解を生じさせる可能性のある行為又はやり方は、不正競争を構成するもので

ある」と規定されている。ある学者は、第４条について、以下のとおり指摘した。第４条

には、「行為」のほかに「やり方」という言葉を用いることにより、「不正競争行為」を構

成するものが、厳格な意味での「行為」であるだけでなく、行動を伴わないおこないとし

ても表現できることを明確にし、情報漏洩も潜在的に誤導性を持つ可能性があり、例えば、

消費者雑誌に掲載されているある製品のテスト情報を訂正したり補完したりしないことで、

人々に発売された製品の品質に対して間違った印象を与える。18国家市場監督管理総局は、

２０２１年８月に公開された「ネットワーク不正競争行為禁止規定（公開意見募集稿）」に

おいて「誤導的な情報」を解釈した際にも、誤導とは、情報は真実であるが、一部の事実

のみを述べており、誤った連想を起こしやすい情報であることを明確にしている。19 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第１９条及

び第２０条は、「反不正競争法」第１１条「商業中傷」がどのように適用されるかに関す

る解釈である。第１９条には、「商業中傷行為を実施したことを主張する当事者は、その

主張した行為の特定損害対象であることを立証しなければならない」ことが要求されてお

り、損害を受けた主体の利害関係者が商業中傷不正競争訴訟の原告資格を有していないと

考えているようである。第２０条は、「反不正競争法」第１１条を補完して整備するもの

であり、「反不正競争法」第１１条は行為者自身による「虚偽情報又は誤導的な情報を捏

                                                             
17 蒋志培、孔祥俊、王永昌：「「不正競争民事事件の審理における法律の適用に係わる若干問題の解釈」の理解と適用」

、「人民司法」２００７年第３期で掲載されている。 

18 謝暁尭：「経験と制度の間：不正競争司法ケース分類化研究」、法律出版社２０１０年版、第３２９頁。 

19 国家市場監督管理総局による「ネットワーク不正競争行為禁止規定（公開意見募集稿）」第１１条１項には、「事業者

は、ネットワークを利用して虚偽情報又は誤導的な情報を捏造し、又は伝播し、競争相手の商業信用・名誉を損なって

はならない」と規定されている。同条第３項は、誤導的な情報の概念を解釈し、司法省立法意見募集システム、

http://zqyj.chinalaw.gov.cn/readmore?listType=2&id=4532 に掲載されている。 
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造し、又は伝播する」商業中傷行為のみを禁止しているため、「中華人民共和国反不正競

争法」の適用における若干問題に関する解釈の第２０条は、行為を「他人の捏造した虚偽

情報又は誤導的な情報を伝播する」商業中傷行為に拡大し、保護をより全面的にした。 

 

 

五、「反不正競争法」第１２条「インターネット特別条項」の適用について 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第２１条及

び第２２条は、「反不正競争法」第１２条におけるインターネット不正競争条項がどのよ

うに適用されるかに関する解釈である。「反不正競争法」第１２条は、業界では「インタ

ーネット特別条項」と呼ばれ、２０１７年改正時に追加された内容であり、例示と概括の

方式で事業者が「技術的手段を利用し、ユーザーの選択に影響を与えるか、又はその他の

方法により」インターネット不正競争行為を実施することを禁止しており、例示されてい

る具体的な行為は、以下の３つである：（１）他の事業者の同意を得ずに、当該事業者が合

法的に提供するネットワーク製品又はサービスにおいて、リンクを挿入し、強制的に特定

のページに遷移させる。（２）他の事業者が合法的に提供するネットワーク製品又はサー

ビスを修正、クローズ、アンインストールするようユーザーを誤った方向に導き、欺き、

強迫する。（３）悪意をもって他の事業者の合法的に提供するネットワーク製品又はサー

ビスが互換性を持たないようにする。要約すると、「反不正競争法」第１２条において禁

止されているのはいずれも「他の事業者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービ

スの正常な運用を妨害したり、破壊したりする行為」であり、この点は、同条第２項及び

その雑則としての（４）において重複規定により強調されている。 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第２１条は

、「反不正競争法」第１２条第２項（１）において禁止されている「リンクを挿入し、強

制的に特定のページに遷移させる」という「トラフィックハイジャック」行為を解釈して

いる。「反不正競争法」第１２条第２項（１）に規定されている「強制的に特定のページ

に遷移させる」ことは、「他の事業者の同意を得ていない」ものであり、「中華人民共和

国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第２１条１項には、さらに、「

ユーザーの同意を得ていない」という条件が追加され、そして「特定のページへの遷移」

が「直接的に生じる」ことであることが要求されている。実践中に、常に、事業者が他の

事業者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスにリンクを挿入しているが、特

定のページへの遷移を実現するためにはユーザーのトリガが必要とされ、事業者のこのよ

うなリンク挿入行為が不正競争を構成しているか否かについては、様々な要因を総合して

判定する必要がある。したがって、「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干

問題に関する解釈の第２１条２項には、リンクを挿入する具体的な方式、合理的な理由が

あるか否か、及びユーザーの利益及び他の事業者の利益への影響など、考慮すべき要因が
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列挙されている。「易車Ａｐｐ」案20では、ユーザーが被告の易車Ａｐｐをダウンロードし

インストールした後に原告の淘宝Ａｐｐをクリックして使用すると、ユーザーに易車Ａｐ

ｐに遷移するか否かを選択させる提示がポップアップし、この際に、ユーザーが「確認」

をクリックすることで遷移がトリガされる。これに対して、裁判所の判断は以下のとおり

である。被訴行為は、一部のユーザーの移動データが淘宝Ａｐｐに入ることを妨害し、疑

いもなく、元々原告に属する潜在的な取引機会を攫取し、インターネット事業者間の良性

競争関係を破壊し、消費者の正常なネットショッピングを妨害し、原告のトラフィックを

ハイジャックして自身に導入し、誠実な原則に反し、市場競争秩序及び消費者の利益も損

ない、「反不正競争法」第１２条第２項（１）に規定される不正競争行為を構成する。「

検索推薦語」案21では、ユーザーが被告の運営している捜狗ブラウザを用いて原告の愛奇藝

サイトにアクセスする際に、ブラウザページの下部に推薦検索キーワードが設置されてお

り、ユーザーがその検索キーワードをクリックすれば、被告の運営している捜狗検索サイ

ト又は捜狗愛玩サイトに遷移することができる。これに対し、裁判所の判断は以下のとお

りである。被告が捜狗ブラウザの機能を拡張するために、ユーザーが愛奇藝サイトにアク

セスする際に「検索推薦語」の欄を設けるという原因だけでは、その行為の正当性を否定

することができない。案件に関わる行為は、愛奇藝サイトの正常な運営を過度に妨害する

ことはなく、ユーザーの選択に影響を与えることもなく、市場競争秩序を乱し、法律によ

る介入が必要とされる程度には至っていない。 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第２２条は

、「反不正競争法」第１２条第２項（２）において禁止されている「他の事業者が合法的

に提供するネットワーク製品又はサービスを修正、クローズ、アンインストールするよう

ユーザーを誤った方向に導き、欺き、強迫する」という「妨害」行為を解釈している。ま

ず、「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の第２１条と

同様に、第２２条にも「事業者＋ユーザーの二重同意」の基準が採用されている。次に、

第２２条には、「反不正競争法」第１２条第２項（２）に列挙された「修正、クローズ、

アンインストール」以外に「など」の字が追加されているため、その禁止できる範囲がよ

り広くなっている。最後に、中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関

する解釈には、「他の事業者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスを悪意で

妨害したり、破壊したりする」という別の条件が追加されている。「インターネット特別

条項」が実施される前に、訴訟実践では、「公共の利益ではなくかつ必要がない」場合に

、他の事業者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスを妨害してはならないと

いう原則が提出されたことがある。例えば、「百度アイコン挿入」案22では、被告の３６０

                                                             
20 浙江省杭州市中級人民法院（２０２０）浙０１民初８７４３号民事判決書を参照されたい。 

21 北京市海淀区人民法院（２０１９）京０１０８民初５５０７３号民事判決書、北京知的財産権法院（２０２１）京７

３民終３２７６号民事判決書を参照されたい。注意すべきこととして、裁判所が本案件に適用するのは、「反不正競争法

」第１２条第２項（４）及び第２条であり、第１２条第２項（１）は適用されていない。 

22 最高人民法院（２０１４）民申字第８７３号民事裁決書を参照されたい。 
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安全衛士は、原告の百度網の検索結果ページに警告標識として赤地に白い感嘆符のアイコ

ンを選択的に挿入して、該検索結果に対応するサイトにリスクがあることをユーザーに警

告し、そして徐々にネットワークユーザーがクリックして３６０安全ブラウザをインスト

ールすることを誘導して、そのブラウザ製品を普及させた。これに対し、裁判所の判断は

以下のとおりである。ネットワークサービス提供者は、特定の場合にネットワークユーザ

ーの了解、能動的な選択、及び他のインターネット製品及びサービス提供者の同意を得ず

に、他人のインターネット製品又はサービスの動作を妨害することができるが、ネットワ

ークユーザーなどの社会公共利益を保護することに限定する必要があり、妨害手段の必要

性と合理性、すなわち「公共の利益ではない妨害しないという原則」を確保すべきである

。被告は、その警告アイコンを追加する行為が合理的な基礎を有していることを証明して

おらず、原告が提供する検索エンジンサービスが合法的であるか否かにかかわらず、被告

のセキュリティソフトウェアが原告の検索エンジンの結果に介入している理由がない。許

可を得ずに他人が提供するサービスに直接介入する行為は、公共の利益を維持する最良の

方法ではなく、逆にサービス提供者間の対立や衝突を引き起こす可能性があり、良好な競

争秩序の形成に不利である。 

 

「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈には、その意

見募集段階では、「反不正競争法」第１２条第２項（３）「悪意をもって互換性を持たせな

い」という行為に対して具体的に適用される意見、「反不正競争法」第１２条第２項（４

）雑則が適用される５つの条件、商業データ保護が「反不正競争法」第１２条第２項（４

）に適用される条件などがさらに規定されており、実践や理論上の議論があるため、正式

に施行されている「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈

には、これらの条項が削除された。 

 

近年の訴訟実践から分かるように、「反不正競争法」の「インターネット特別条項」

における具体的な条項も、「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関

する解釈も、インターネットの不当な競争を規制するニーズに適応するには不十分であり

、多くの行為は、「反不正競争法」第１２条第２項（４）の雑則、さらに「反不正競争法

」第２条の原則条項でしか規制することができない。例えば、「分身ソフトウェア」案23で

は、被告は、「Ｘ分身ソフトウェア」を開発して運営しており、ユーザーは、このソフト

ウェアで開いたウィーチャットクライアントによりウィーチャット偽装、ワンクリック転

送、ワンクリック「いいね」集め、メッセージ撤回防止、紅包自動獲得、音声転送などの

原告のウィーチャットソフトウェアが本来持たない機能を取得することができる。これに

対し、裁判所の判断は以下のとおりである。被訴行為は、表現形式的には「反不正競争法

」第１２条第２項（１）及び（２）に規定されている行為とは異なるが、本質的には技術

                                                             
23 北京市海淀区人民法院（２０１９）京０１０８民初５２８９０号民事判決書を参照されたい。 
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手段を利用して他の事業者が合法的に提供するネットワーク製品又はサービスの正常な運

営を妨害したり、破壊したりすることであり、いずれも他人の正当な経営を不正に損害し

た上で、自身のために不当な利益を得ようとし、市場競争秩序を乱す行為である。したが

って、この行為は、前述の条項に明示的に列挙されていないが、第１２条第２項（４）で

規制された不正競争行為に属するべきである。さらに、例えば「番号レンタルプラットフ

ォーム」案24では、被告は、その「刀鋒プラットフォーム」、「番号レンタル遊び」プラッ

トフォームに原告の優酷網に対する映像レンタル専門ゾーンを設置し、複数の取引成功を

促進する有料サービス項目を提供するなどの方式を通じて、大量、集中的にそのユーザー

に優酷会員のアカウントを貸し出すか又は借りるレンタルサービスを提供し、その中から

費用を徴収し、利益を貪った。これに対して、裁判所の判断は以下のとおりである。関連

する番号レンタルプラットフォームは優酷網の会員サービス、会員番号に対して設定され

た制限及び規則を知らないはずはないが、依然として大規模に、専門的に会員アカウント

のレンタルに従事し、かつそれによって高額な収益を貪り、優酷網がその商業モデルに基

づいて生産した経営収益を直接損害し、徐々に市場インセンティブメカニズム機能を失わ

せ、ネットビデオ業界の正常、秩序のある発展を阻害し、最終的に消費者福祉の減損をも

たらし、「反不正競争法」第２条に規定される不正競争行為と認定すべきである。 

 

最後に、商業データの保護は、現在、訴訟実践の注目される焦点となっている。裁判

所が近年公表した典型的なケースから分かるように、これらのケースに関連する法律問題

は、２０数年前の「ＳＣＩリアルタイム金融システム」案25に現れた問題と実質的な差がな

く、いずれも許可を得ずに他の事業者のデータを取得し、直接使用して、他の事業者の製

品又はサービスを「実質的に代替する」行為である。もちろん、市場経済の継続的な深化

に伴い、商業価値のあるデータタイプも増え、不正に取得されて利用されているデータは

、金融情報26だけでなく、ビジネス運営のネットワークライブラリー文書27、ネットショ

ッピングプラットフォームの販売データ28、公共交通情報29、ソーシャルプラットフォー

ム上の世論情報30及びスター動態31、飲食評価プラットフォーム上の消費者評価データ32及

                                                             
24 北京市海淀区人民法院（２０２０）京０１０８民初２９１３号民事判決書、北京知的財産権法院（２０２１）京７３

民終３９５５号民事判決書を参照されたい。 

25 北京市第一中級人民法院（１９９６）一中知初字第５４号民事判決書、北京市高級人民法院（１９９７）高知終字第

６６号民事判決書を参照されたい。裁判所の判断は以下のとおりである。覇才会社は、陽光会社の許可を得ず、陽光会

社の上海の顧客を通じてＳＩＣリアルタイム金融情報電子データベースにおける上海証券取引所、深セン証券取引所、

天津持分取引所の相場データを取得し、商業目的のためにその顧客に有償で即時に伝送し、その行為は、事業者が市場

取引中に従うべき誠実な信用原則と公認された商業道徳に違反し、陽光会社の合法的権益を損害し、不正競争を構成し

ている。 

26 「万得の同花順に対する訴訟」案、上海市高級人民法院（２０１７）沪民終字３９号民事判決書及び「万得の灯塔に

対する訴訟」案、浙江省高級人民法院（２０１８）浙民終字１０７２号民事判決書を参照されたい。 

27「百度文庫」案、北京市海淀区人民法院（２０１９）京０１０８民初５１１１６号民事判決書、北京知的財産権法院（

２０２０）京７３民終２９７２号民事判決書を参照されたい。 

28 「生意参謀」案、浙江省杭州市中級人民法院（２０１８）浙０１民終７３１２号民事判決書を参照されたい。 

29 「車来了Ａｐｐ」案、広東省深セン市中級人民法院（２０１７）粤０３民初８２２号民事判決書を参照されたい。 

30 「イーグルストライクシステム」案、北京市海淀区人民法院（２０１８）京０１０８民初２８６４３号民事判決書、
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びビデオ集約プラットフォーム上のビデオデータ33なども含む。現在の訴訟実践から見る

と、被告がデータを不正に取得した後にさらなるデータの加工、ひいては革新的なデータ

利用行為が少ないため、最高人民法院は、「中華人民共和国反不正競争法」の適用におけ

る若干問題に関する解釈の意見募集稿で「実質的に代替する」ことをデータ権益保護の核

心要件としている。しかしながら、「実質的に代替する」という要件は、現在の訴訟実践

に対する総括に過ぎず、その要求も厳しすぎて、全ての不正競争行為、例えば、「クリッ

クファームと信用の誇大宣伝」を通じて他人の虚偽宣伝を助け、飲食評価プラットフォー

ムの関連データを事実と合わないものにし、他人の経営データを破壊する行為を規制する

ことができない34。インターネット技術及び商業モデルの更新発展を予測できない状況で

、最高人民法院は、慎重な態度で、最終的にデータ権益保護問題に対して明確な指示性規

則を提供していない。35ある研究者は、データ権益に関連する不正競争訴訟では、データ

タイプとその保護程度、被訴行為の損害程度、被訴データ取得行為の方式、被訴データ使

用行為の革新程度、個人情報に対する保護などの５つの面から分析し、異なる価値指向の

間で利益を判定し、データ競争行為の正当と不正の境界を合理的に画定すべきであること

を指摘した。36近い将来、立法機関、行政法執行機関又は司法機関が現実性と先見性を兼

ね備えたデータ競争ルールを作成できることが期待される。 

 

 

 

  

                                                                                                                                                                                                          
北京知的財産権法院（２０１９）京７３民終３７８９号民事判決書及び北京市高級人民法院（２０２１）京民申５５７３

号民事裁決書を参照されたい。 

31 「超級星飯団Ａｐｐ」案、北京市海淀区人民法院（２０１７）京０１０８民初２４５１２号、（２０１８）京０１０

８民初１３７４２号民事判決書を参照されたい。 

32 「大衆点評」案、上海知的財産権法院（２０１６）沪７３民終２４２号民事判決書。 

33 「３６０ウェブサイトの放送と録画を同時に行うワンクリック共有」案、北京市西城区人民法院（２０２０）京０１

０２民初１７０１７号民事判決書、北京知的財産権法院（２０２１）京７３民終４９６号民事判決書を参照されたい。 

34 「鉄魚覇王餐」案、山東省青島市中級人民法院（２０２０）魯０２民初２２６５号民事判決書を参照されたい。 

35 最高人民法院による「中華人民共和国反不正競争法」の適用における若干問題に関する解釈の意見募集稿のデータ権

益保護条項の詳細な分析は、蘇志甫、陳彦蓉、張好の「商業データ競争法規の行方の解読と展望」を参照することができ

、ウィーチャット公式アカウント「天同訴訟圏」２０２２年４月６日に掲載されている。 

36 何瓊の「企業データ権益知的財産権保護」（講座実録）を参照して、ウィーチャット公式アカウント「智産家」２０２

２年５月１４日に掲載されている。 
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番号 判決賠償額 裁判所 代理弁護士 

1 ＲＭＢ２７０６００００．００ 北京知的財産権法院 

     
   董慧芳       張超 

2 ＲＭＢ２０００００００．００ 最高人民法院 

     
   賈慶忠       穆豪亮 

3 ＲＭＢ１１００００００．００ 上海知的財産権法院 

     
    苗徴         寇飛 

4 ＲＭＢ６００００００．００ 広東省高級人民法院 

     
    楊寧        周琪 

5 ＲＭＢ３６２００００．００ 上海知的財産権法院 

  
   唐旌元 

6 ＲＭＢ３２０００００．００ 
広東省仏山市中級人

民法院 

     
    傅鳳喜      黄偉蘭 

7 ＲＭＢ３１５００００．００ 
仏山市禅城区法院 

北京知的財産権法院 

     
    楊寧        張琰 
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